予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　子育て支援リーダー企業育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　環境生活部　少子化対策課　少子化対策係　電話番号：058-272-1111（内2681）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11167@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　子ども・女性政策課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2422）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11234@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　5,112千円　（前年度予算額：5,594千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,594
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,594

	要求額
	5,112   
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,112

	決定額
	5,112
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,112


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
安心して育児休業や子どもの看護休暇が取得できる職場の雰囲気づくりなど、子育てしやすい環境整備に向けた企業の取組を促進し、男女ともに仕事と家庭を両立しながら働き続けられる職場環境を醸成する。
（２）事業内容
[1]岐阜県子育て支援企業登録制度の普及　
仕事と家庭をともに大事にする職場環境づくりに取り組むことを宣

言した企業（従業員100人以下）を県が登録し、広くＰＲすることで「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり条例」（平成19年岐阜県条例第11号）が目指す子育てにやさしい社会に向けた気運の醸成を図り、従業員の子育てを支援する企業の増加を促進する。

[2]リーダー企業の育成・支援

従業員の仕事と家庭の両立支援に係る課題解決や取組のレベルアップに意欲のある企業に対し、専門家と社会保険労務士を派遣して指導・助言を行い、他の模範となるリーダー企業を育成・認定する。また、認定された企業の取組を積極的にＰＲすることで両立支援の取組を他の企業へ広く普及する。

[3]県内企業の育児休業等の取得状況調査

県内企業の育児休業取得率、年次有給休暇の取得率、子の看護休暇制

度の就業規則等への整備率等を調査分析し、今後の仕事と家庭の両立支

援施策の基礎資料とする。

（３）県負担・補助率の考え方

　　  ・広域的な企業への取り組みとして県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳(単位：千円)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	企業登録制度普及
	713
	企業との連絡調整費用、リーフレット作成

	企業育成支援
	3,379
	専門家派遣、講師費用等

	調査費
	1,020
	県内企業の育休取得調査費用

	合計
	5,112
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
・長期構想　Ⅲ－２　女性が働きやすく、活躍できる地域をつくる

　　　　　　　　　　・企業における子育て支援の環境づくりを支援する　

　　　 ・岐阜県少子化対策基本計画
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
安心して育児休業や子どもの看護休暇が取得できる職場の雰囲気づくりなど、子育てしやすい環境整備に向けた企業の取組を促進し、男女ともに仕事と家庭を両立しながら働き続けられる職場環境を醸成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	子育て支援企業登録制度登録企業数
	－　
（H　）
	258

（H19）
	1,414

（H21）
	1,454

（H24）
	1,470

（H26）
	98.9％


	育児休業の取得率（女性）
	71.7％
（H18）
	86.5％

（H20）
	91.7％

（H21）
	92.0％

（H24）
	95.0％

（H26）
	96.8％


	育児休業の取得率（男性）
	2.8％
（H18）
	0.6％

（H20）
	0.8％

（H21）
	0.9％

（H24）
	5.0％

（H26）
	18.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催（参加者数　６５名）

（２）子育て支援リーダー企業の育成（対象企業　１０社程度）
（３）専門家と社会保険労務士による学習会（３回開催予定）

（４）子育て支援エクセレント企業事例集の発行（3,000部）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

子育て支援エクセレント企業事例集の発行、セミナーでの事例紹介など,

先進企業の取組を積極的にＰＲしたことにより、企業における子育て支援の気運が醸成されてきている。

従業員の仕事と子育ての両立支援に意欲のある企業に専門家等を派遣し指導助言をし、取組を進めるうえでの課題解決やレベルアップに繋がった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
〇
	仕事と子育てを両立しながらいきいきと働き続けることができる環境の整備をより一層推進するため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　子育て支援エクセレント企業は順調に増加し、企業における子育て支援の気運が醸成されてきている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	先進的に取り組む企業を育成し、そのノウハウを他の企業に普及させることで、全体のレベルアップを図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　従業員が実際に育児休業を取得しやすい環境を整備するなどの実践的な取組が進んでいない企業も見受けられるため、他の模範となる優れた取組を実施する企業のＰＲを一層強化し、企業全体の取組を底上げする。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　　先進的な子育て支援の取組を行う企業を積極的にＰＲすることで、その取組を他の企業へ広く普及し、子育てしながら働き続けることができる環境の整備をより一層推進する。また、男性の育児参加についても積極的に支援する。



